法務支援・コンプライアンス等推進業務委託契約公募型プロポーザル（様式3）
業 務 実 施 体 制 表
	法人又は事務所名
	
	作成責任者氏名
	

	申告
	本様式に記載した事項は事実に相違ないことを申告します。

	申告年月日
	2026年○月○日


本様式は、仕様書Ⅴ1(1)「組織的バックアップ体制」及び同(3)「情報セキュリティ及び秘密保持体制」を確認するとともに、企画提案の評価資料として使用します。必要に応じて別紙を添付できますが、本様式の各欄には要点を記載してください。

1．本業務の責任・連絡体制
	区分
	氏名

	業務責任者
	

	受託法務支援専門官として主として従事する予定の弁護士
	

	本業務に係る通常連絡窓口
	

	情報セキュリティ責任者
	



2．通常時の業務実施体制
受託法務支援専門官の稼働確保及び継続的な従事の計画について記載してください。担当予定弁護士の経歴・　経験の詳細は、様式4に記載してください。
	予定する担当方法
（該当する区分にチェックしてください）
	· 原則として同一の弁護士１名が担当（年度替わりで変更になる場合であっても、年間を通じて同一の弁護士であればこちらが該当します。）
· 複数の弁護士が計画的に担当

	月93時間相当の稼働確保
（記載事項例：予定する週当たりの従事日数・時間帯、他業務との調整方法など。）
	

	[bookmark: _GoBack]継続性の確保
（記載事項例：契約期間中の継続従事、　　本市業務・案件情報の蓄積、複数担当の　　場合の助言の一貫性確保の方法など。）
	



3．代替弁護士の確保及び引継ぎ体制
病気、事故、利益相反その他の事由により、受託法務支援専門官が一時的又は継続的に業務を遂行できない場合の体制を記載してください。代替弁護士には、仕様書Ⅴ1(1)に定める同等以上の実務経験が必要です。
	
	代替候補弁護士の氏名
	自治体法務等の実務経験の概要

	（1）
	
	

	（2）
	
	

	（3）
	
	


· 必要に応じて行を追加してください。


	情報共有・引継ぎについて
(記載事項例：案件情報、対応履歴、未処理事項等の共有・引継ぎ方法など)
	

	利益相反時の対応について
(記載事項例：利益相反確認、情報遮断、担当変更、本市への連絡のタイミングなど)
	



4．複数弁護士による支援及び品質管理体制
受託法務支援専門官が単独で判断又は検討することが困難な案件への後方支援、専門分野に応じた助言、回答案のレビュー等について記載してください。
	支援に関与する弁護士等の体制について
(人数、役割分担などの概要)
	

	複数弁護士による検討方法について
(記載事項例：困難・重要案件の協議方法、専門分野に応じた助言の仕方等)
	

	レビュー・品質管理について
(記載事項例：確認方法、助言の一貫性確保のための方策等)
	



5．情報セキュリティ及び秘密保持体制
法人又は事務所内における規程、安全管理措置、所属員への教育その他本市の秘密情報及び個人情報を適切に管理する体制について記載してください。
	確認項目
	整備・実施状況
	概要（自由記載）

	情報セキュリティ規程等
	□有　　　□無
	

	秘密情報・個人情報の取扱い
	□整備済　□一部整備　□整備未済
	

	アクセス管理
	□実施　　□一部実施　□未実施
	

	端末・ネットワーク対策
	□実施　　□一部実施　□未実施
	

	事故・インシデント対応に係る手順
	□有　　　□無
	

	所属員への教育
	□有　　　□無
	



6．業務実施体制確保におけるその他の工夫や取り組み
	上記のほか、本業務を安定的、継続的に遂行するための工夫があれば本欄に記載してください。






7．情報セキュリティ及び秘密確保保持におけるその他の工夫や取り組み
	上記のほか、本業務を円滑に遂行するための工夫があれば本欄に記載してください。





